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研究成果の概要（和文）：本研究ではパネルデータを用いて、引退が健康状態や社会参加、生活習慣に及ぼす効
果を測定した。主観的健康感と精神的苦痛の有無、喫煙、飲酒、余暇の身体活動をアウトカムとし、年金適格年
齢を操作変数とした分析から、引退は健康や生活習慣に概してよい効果をもたらすことが明らかになった。男性
は、引退直後身体活動を増やし、身体的・精神的健康状態が好転した。身体活動と精神的健康はその後年を追っ
て好転した。喫煙率は引退後徐々に減少していた。女性は、経年的な変化よりむしろ、引退直後に身体活動を増
やし精神的健康状態を好転させていた。日本特有の「定年制度」を利用した回帰非連続デザインを用いた分析か
らも整合的な結果を得た。

研究成果の概要（英文）：This study examined the effects of retirement on physical and mental health,
 social participation, and health related behaviors using panel data.
We utilized the pension eligibility age as an instrumental variable, and set subjective health, 
psychological distress, smoking, drinking, and leisure time physical activity as outcome variables. 
The results showed that the retirement generally has positive effects on them. Men increased 
physical activity, and their physical and mental health were improved right after the retirement. 
They increased the frequency of physical activity and improved mental health year after year. They 
gradually quit smoking after the retirement. Women increased physical activity, and their mental 
health was improved right after retirement. We obtained a similar result from an analysis with a 
regression discontinuity design, where we exploited the discontinuity in working status around the 
mandatory retirement age of 60 to identify the effects of the retirement.

研究分野： 医療経済学
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１．研究開始当初の背景 
高齢期の健康状態と就労の関係について

は労働経済学及び医療経済学の分野で多く
の研究蓄積があり、健康の内生性を考慮して
も、健康状態の悪化が労働市場からの退出の
一因であることは、Bound et al. (1999)や
Dwyer and Mitchell (1999)などで一致した
結果が得られている。一方、逆の因果関係、
つまり引退が健康状態に及ぼす効果につい
ての研究が経済学の領域で行われるように
なったのは 2000 年代に入ってからであり、
Regression-discontinuity design法(RDD法)
を用いた Johnston & Lee (2009)が、引退は
個人の幸福感とメンタルヘルスをよくする
が身体的健康には影響がないという結果を
得た一方、操作変数法を用いた Coe & 
Zamarro(2011)は、引退の長期的な健康改善
効果という逆の効果を報告している。日本の
データを用いた研究では、Kajitani(2011)が
高齢期の就労の健康への正の効果を報告す
るなど、未だ一致した知見は得られていない。 
グロスマン・モデル(Grossman, 1972)は、所
得の変化、時間配分の変化が、健康投資及び
健康への需要に及ぼす効果を「健康資本」と
いう概念で説明する包括的なモデルであり、
所得変化と自由時間の増加が引退による主
要な変化であるとすると、引退の健康への影
響は、このモデルによって説明することがで
きる。しかし、健康状態をはじめ、経済状況、
家族環境、生活習慣、さらには趣味などの余
暇活動なども引退と内生性を持つと考えら
れ、それらが後の健康状態にも影響を及ぼす
と考えられる。それぞれの変数について、い
かに動学的なモデルに組み込むかを検討す
ることから、この本研究の理論的な位置づけ
は、グロスマン・モデルの拡張と考えられる。 
日本のデータを用いた引退行動の効果分

析では、Zhao et al. (2013)が、定年制度を利
用した操作変数法及び、年金受給適格年齢を
用いた RDD 法によって内生性をコントロー
ルして分析した結果、引退によって個人は運
動習慣・飲酒の機会を増やす一方、喫煙の密
度を減らすことを明らかにした。引退の健康
への影響を検証するのではなく、その経路と
みられる健康投資への影響を見ることで、健
康状態と引退の強い逆の因果性の問題、引退
から健康への影響の経路が科学的に明らか
でないこと、2 つの分析上の問題を回避して
おり、引退が個人の行動に及ぼす影響を検証
したことで貢献は大きいが、多次元の変化が
同時に訪れる高齢期の生活習慣は、就業上の
地位変化による時間配分の変化、収入変化、
他人との交流の質や量の変化によるストレ
スの変化の影響とともに、健康状態の変化の
影響も受ける(例えば高血圧の診断による喫
煙量の調整など)と考えられる。よって、就業
上の地位・健康状態・生活習慣などの変化を
明示的に扱い、その相互作用を識別する分析
法によって詳細な引退の効果を明らかにす
ることが必要であることから本研究の着想

に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究では、パネルデータを用いて、労働

市場からの引退が身体的・精神的健康状態や
生活習慣(喫煙・飲酒・運動習慣)に及ぼす効
果を測定する。健康状態の悪化が引退の主要
な決定要因であることは広く知られた知見
であるが、本研究では、仕事を辞めることが
個人の行動や健康に及ぼす効果を識別する
ことで、働く意欲や能力がある高齢者が外生
的な理由で引退する場合の健康への効果を
明らかにする。引退の健康状態や健康投資へ
の影響、あるいは高齢期の就労が健康に及ぼ
す影響を所得変化との文脈で実証すること
は、高齢者の雇用政策の効果に対するエビデ
ンスとなるとともに医療費や生活扶助など
将来の社会保障支給への影響を考察する上
でも重要な意義があると考えられる。 
具体的には、以下の 4 点について明らかに

する。(1)健康状態の変化・所得の変化を考慮
して、引退が生活習慣‐特に運動習慣・喫
煙・飲酒などの健康行動に与える影響 (2)
生活習慣の変化・所得の変化を考慮して、引
退が身体的・精神的健康に与える影響 (3)
パネルデータを用いた動学的離散選択モデ
ルの拡張とその妥当性の検討 (4)定年をはさ
んだパネル調査におけるサンプルの脱落問
題の検証と対処法の考案 
 
３．研究の方法 
本研究の理論的な根拠はグロスモデル

(Grossman, 1972)にある。このモデルに基づ
くと、個人は予算制約と時間制約の中で、健
康な時間と財の消費から得られる効用を最
大化するよう行動を決定する。引退による主
要な変化は、所得の減少と自由時間の増加と
考えられる。まずは、これらの変化が生活習
慣=健康行動に及ぼす影響についての理論的
枠組みを構築する。次に、所得の減少と自由
時間の増加が健康状態に及ぼす効果、それら
の変化が健康行動の変化を通じて及ぼす効
果について理論の整理を行う。引退が健康に
及ぼす影響については、逆の因果性(健康状
態の悪化が引退を早める)を実証した先行研
究が多くあり(例えば Dwyer & Mitchell, 
1999)、まずはそれらを概観したうえで、家
族環境、生活習慣、余暇活動など引退の要因
となるその他の変数の扱いについても文献
を集め、内生性及びモデルへの投入の検討を
行う。次に、最近の「引退の健康への影響」
に関する研究を整理し、研究仮説を検討する。
研究仮説は、第一に引退の健康投資行動への
影響、次に引退の健康への影響と進める。 
実証分析では厚生労働省が行った「中高年

者縦断調査」のパネルデータを使用する。本
調査は、2005 年の調査スタート時に 50 歳か
ら 59 歳であった男女を対象とした大規模パ
ネル調査であり、「定年」年齢をはさんだ就
業上の地位変化、職場の環境の変化、生活習



慣の変化、健康の変化など詳細な変化に関す
る変数に恵まれていることから、本研究が予
定通り遂行されることで、引退と健康に関す
る包括的な関係を明らかにすることができ
る。また計量的手法のパートでは、実証分析
の前段階として、モンテカルロ実験による推
定法のパフォーマンスの検証を行う。さらに、
定年をはさんだパネル調査におけるサンプ
ルの脱落問題の検証と対処法を考案する。 
 
４．研究成果 
まず、「中高年者縦断調査」の調査票情報

を用いて記述的な分析を行った。これによっ
てデータの特性を把握し、さらに、引退と身
体的・精神的健康状態や社会参加、生活習慣
との相関関係を明らかにした。その結果は、
「中高年者の引退と健康・社会参加―『中高
年者縦断調査』を用いた記述的・予備的研究」
(主な発表論文等参照)にまとめた。 
さらに、生年によって年金支給開始年齢が

異なることを利用した操作変数法を用いて、
引退が様々なアウトカム(喫煙、多量のアル
コール消費、運動習慣、主観的健康感、精神
的苦痛の有無)に及ぼす効果を推定した。引
退時の一時的な効果と引退後の漸次の効果
を識別した結果から、基本的に引退は健康、
生活習慣に良い影響を与えることが明らか
になった。男性では、引退は運動習慣を促進
し、主観的健康感、精神状態に良い影響を与
えていた。さらに、引退後漸進的に禁煙、運
動習慣を促進していた。女性の場合、引退時
に運動習慣が促進され、精神的苦痛を減少さ
せていた。これらの結果をまとめた論文は、
査読付雑誌に掲載された。 
一方、調査実施当時日本の企業の大半が 60

歳定年退職制を採用していることを利用し
た Regression Discontinuity Design (RDD
法 or 回帰非連続デザイン)を用いて、外生
的な引退、つまり定年退職が個人の余暇活動
や社会参加に及ぼすインパクトを推定した。
先行研究の結果との比較検討を行うため、定
年年齢を就労していないことの操作変数と
して利用した計量分析も併せて行った。デー
タ分析の結果、年齢効果、働いていないこと
の効果を取り除いても、定年退職が個人の社
会参加への態度に対してインパクトを持つ
ことが明らかになった。そのインパクトは、
回帰非連続デザインの文脈で言うところの
回帰線の「ジャンプ」というよりも、むしろ
定年年齢を境として、回帰線の傾きが急なる、
いわゆる「キンク」として現れた。つまり、
定年退職時に一気に参加確率が上昇するの
ではなく、定年年齢をきっかけに、その後 1
年ごとに参加の確率が上昇していた。 
主観的な健康状態や生活習慣はみな離散

変数であり、これらを被説明変数に置く動学
離散モデルの推定では、高次の積分を評価す
る必要がある。計量的手法のパートでは、こ
の積分計算を効率的かつ安定的に行うため
のアルゴリズムの検討を行った。 
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